
お役立ち情報

67

各種届出様式集ダウンロードのご案内

各種届出様式については、大阪労働局ホームページに掲載されておりますので、次項以降
の記載例と共にご活用ください。
URL：https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/ hourei_seido_tetsuzuki/hourei_youshikishu/youshikishu.html

画面イメージ

Ｗｅｂサイト「確かめよう労働条件」とスマホアプリ「ＲＪパトロール！」のご案内

働いている方と事業者・労務管理担当の方、それぞれの視点で役立つ情報を提供している
Ｗｅｂサイト「確かめよう労働条件」や、労働条件に関する法律をクイズやマンガを通じて
学習できるスマホアプリ「ＲＪパトロール！」を提供していますので、ご活用ください。
「確かめよう労働条件」URL： https://www.check-roudou.mhlw.go.jp/
画面イメージ

テレワーク関連情報のご案内

大阪労働局のホームページでは、テレワークのガイドラインや企業の取組事例、テレワー
ク相談センターなどの情報を提供しています。また、大阪労働局YouTubeチャンネルでも、
テレワーク関連の動画を掲載していますので、併せてご活用ください。

大阪労働局ホームページ URL：https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/telework_osaka.html
大阪労働局YouTubeチャンネル URL：https://www.youtube.com/channel/UCMccyei1zg_iL9Yd7LP9vMQ

画面イメージ

アプリはこちら︕Ｗｅｂサイトは
こちら︕

大阪労働局ＨＰは
こちら︕

大阪労働局
YouTubeチャンネル
はこちら︕
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退

 
職

 
証

 
明

 
書

（
記

載
例

）
 

  
○

○
 

○
○

 
殿

 
 

  
以

下
の

事
由

に
よ

り
、

あ
な

た
は

当
社

を
 

令
和

 
○

 
年

 
○

 
月

 
○

 
日

に
退

職
し

た
こ

と
 

を
証

明
し

ま
す

。
 

 

 

令
和

 
○

 
年

 
○

 
月

 
○

 
日

 

 
事

業
主

氏
名

又
は

名
称

 
○

○
工

業
(
株

)
 

 
使

用
者

職
氏

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
代

表
取

締
役

 
難

波
 

一
郎

 
 
 
 
 

  

①
 

あ
な

た
の

自
己

都
合

に
よ

る
退

職
 

（
②

を
除

く
。

）
 

②
 

当
社

の
勧

奨
に

よ
る

退
職

 

③
 

定
年

に
よ

る
退

職
 

④
 

契
約

期
間

の
満

了
に

よ
る

退
職

 

⑤
 

移
籍

出
向

に
よ

る
退

職
 

⑥
 

そ
の

他
（

具
体

的
に

は
 

 
）

に
よ

る
退

職
 

⑦
 

解
雇

（
別

紙
の

理
由

に
よ

る
。

）
 

 ※
 

該
当

す
る

番
号

に
○

を
付

け
る

こ
と

。
 

※
 

解
雇

さ
れ

た
労

働
者

が
解

雇
の

理
由

を
請

求
し

な
い

場
合

に
は

、
⑦

の
「

（
別

紙
の

理
由

に
よ

る
。

）
」

を
二

重
線

で
消

し
、

別
紙

は
交

付
し

な
い

こ
と

。
 

 

別
 
紙
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ア
 

天
災

そ
の

他
や

む
を

得
な

い
理

由
（

具
体

的
に

は
、

 
 

 
 

 
 

に
よ

っ
て

当
社

の
事

業
の

継
続

が
不

可
能

に
な

っ
た

こ
と

。
）

に
よ

る
解

雇
 

 イ
 

事
業

縮
小

等
当

社
の

都
合

（
具

体
的

に
は

、
当

社
が

、
 

 

 
 

 
 

と
な

っ
た

こ
と

。
）

に
よ

る
解

雇
 

 ウ
 

職
務

命
令

に
対

す
る

重
大

な
違

反
行

為
（

具
体

的
に

は
、

あ
な

た
が

 
 

 
 

 
 

し
た

こ
と

。
）

に
よ

る
解

雇
 

 エ
 

業
務

に
つ

い
て

不
正

な
行

為
（

具
体

的
に

は
、

あ
な

た
が

 
 

 
 

 
 

し
た

こ
と

。
）

に
よ

る
解

雇
 

 オ
 

相
当

長
期

間
に

わ
た

る
無

断
欠

勤
を

し
た

こ
と

等
勤

務
不

良
で

あ
る

こ
と

（
具

体
的

に
は

、
あ

な
た

が
 

 
こ

れ
ま

で
も

無
断

欠
勤

を
繰

り
返

し
、

さ
ら

に
は

、
４

月
１

日
か

ら
５

月
3
1
日

の
間

、
会

社
か

ら
の

再
々

 

 
の

出
勤

督
促

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

何
ら

の
理

由
も

説
明

す
る

こ
と

な
く

無
断

欠
勤

し
た

こ
と

が
、

 

 
就

業
規

則
第

○
条

の
解

雇
事

由
に

該
当

 

 
 

し
た

こ
と

。
）

に
よ

る
解

雇
 

 カ
 

そ
の

他
（

具
体

的
に

は
、

 
 

 
 

 
 

）
に

よ
る

解
雇

 

  ※
 

該
当

す
る

も
の

に
○

を
付

け
、

具
体

的
な

理
由

等
を

（
 

）
の

中
に

記
入

す
る

こ
と

。
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   解 雇 理 由 証 明 書（記載例） 

大 阪 太 郎 殿 

 当社が、 令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 付けであなたに予告した解雇については、 

以下の理由によるものであることを証明します。 

 

 令和 ○ 年 ○ 月 ○ 日 
 

 事業主氏名又は名 ○○工業株式会社  
 使 用 者 職 氏 名 代表取締役 難 波 一 郎  

 

〔解雇理由〕※１、２ 

１ 天災その他やむを得ない理由（具体的には、  

 によって当社の事業の継続が不可能となったこと。）による解雇 

２ 事業縮小等当社の都合（具体的には、当社が  

 となったこと。）による解雇 

３ 職務命令に対する重大な違反行為（具体的には、あなたが  

 したこと。）による解雇 

４ 勤務について不正な行為（具体的には、あなたが 

 したこと。）による解雇 
５ 勤務態度又は勤務成績が不良であること。（具体的には、あなたが  
   これまでも無断欠勤を繰り返し、さらには４月１日から５月 31日の間、会社からの再三 

   の出勤督促にもかかわらず、何らの理由も説明することなく無断欠勤したことが、 

   就業規則第〇条の解雇事由に該当 したこと。）による解雇 

６ その他（具体的には、  

 ）による解雇 
 
 
※１ 該当するものに○を付け、具体的な理由等を（ ）の中に記入すること。 
※２ 就業規則の作成を義務付けられている事業場においては、上記解雇理由の記載例にか 

かわらず、当該就業規則に記載された解雇の事由のうち、該当するものを記載すること。 
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３
６
協
定
届
の
記
載
例

（
様
式
第
９
号
（
第

16
条
第
１
項
関
係
）
）

事
業
場
（
工
場
、
支
店
、
営
業
所

等
）
ご
と
に
協
定
し
て
く
だ
さ
い
。

労
働
保
険
番
号
・
法

人
番
号
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。

こ
の
協
定
が
有
効
と

な
る
期
間
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。
１
年
間

と
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
で
す
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

対
象
期
間
が
３
か

月
を
超
え
る
１
年

単
位
の
変
形
労
働

時
間
制
が
適
用
さ

れ
る
労
働
者
に
つ

い
て
は
、
②
の
欄

に
記
載
し
て
く
だ

さ
い
。

１
年
間
の
上
限
時
間

を
計
算
す
る
際
の
起

算
日
を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。
そ
の
１
年

間
に
お
い
て
は
協
定

の
有
効
期
間
に
か
か

わ
ら
ず
、
起
算
日
は

同
一
の
日
で
あ
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時
間

数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。
①
は

45
時
間

以
内
、
②
は

42
時
間
以
内
で
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時
間
数

を
定
め
て
く
だ
さ
い
。
①
は

36
0時

間
以

内
、
②
は

32
0時

間
以
内
で
す
。

時
間
外
労
働
と
法
定

休
日
労
働
を
合
計
し

た
時
間
数
は
、
月

10
0時

間
未
満
、
２

～
６
か
月
平
均

80
時
間
以
内
で
な
け
れ

ば
い
け
ま
せ
ん
。
こ

れ
を
労
使
で
確
認
の

上
、
必
ず
チ
ェ
ッ
ク

を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス

に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い

場
合
に
は
、
有
効
な

協
定
届
と
は
な
り
ま

せ
ん
。

金
属

製
品

製
造

業
○

○
金

属
工

業
株

式
会

社
○

○
工

場
○

○
○

○
○

○
○

○
○

市
○

○
町

１
－

２
－

３
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

年
４
月

１
日

か
ら
１
年

間

○
○

○
○

年
４
月

１
日

受
注

の
集

中

月
末

の
決

算
事

務

設
計

臨
時

の
受

注
、
納

期
変

更

検
査

経
理

製
品

不
具

合
へ

の
対

応

機
械

組
立

棚
卸

購
買

１
０
人

２
０
人

１
０
人

５
人

５
人

３
時

間

２
時

間

２
時

間

３
時

間

３
時

間

３
０
時

間

１
５
時

間

１
５
時

間

２
０
時

間

２
０
時

間

２
５
０
時

間

１
５
０
時

間

１
５
０
時

間

２
０
０
時

間

２
０
０
時

間

○
○

○
○

３
１
２

○
○

○
○

３
１
５

投
票

に
よ
る
選

挙

労
働
時
間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、

労
使
当
事
者
は
こ
の
こ
と
に
十
分
留
意
し
た
上
で
協
定
す
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
使
用
者
は
協
定
し
た
時
間
数
の
範
囲
内
で
労
働
さ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
労

働
契
約
法
第
５
条
に
基
づ
く
安
全
配
慮
義
務
を
負
い
ま
す
。

検
査

課
主

任

山
田

花
子

工
場

長

田
中

太
郎

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表

に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

受
注

の
集

中
設

計

臨
時

の
受

注
、
納

期
変

更
機

械
組

立

１
０
人

２
０
人

１
か

月
に
１
日

１
か

月
に
１
日

８
：
３
０
～

１
７
：
３
０

８
：
３
０
～

１
７
：
３
０

○
○

土
日

祝
日

土
日

祝
日

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、
労
働
者
代
表

の
署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

３
７
０
時

間

２
７
０
時

間

２
７
０
時

間

３
２
０
時

間

３
２
０
時

間

４
０
時

間

２
５
時

間

２
５
時

間

３
０
時

間

３
０
時

間

３
．
５
時

間

２
．
５
時

間

２
．
５
時

間

３
．
５
時

間

３
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

３
６
協
定
で
締
結
し
た
内
容
を
協
定
届
（
本
様
式
）
に
転
記
し
て
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

◆
３
６
協
定
の
届
出
は
電
子
申
請
で
も
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

３
６
協
定
届
（
本
様
式
）
を
用
い
て
３
６
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

◆
（
任
意
）
の
欄
は
、
記
載
し
な
く
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

そ
の
場
合
に
は
、
記
名
押
印
又
は
署
名
な
ど
労
使
双
方
の
合
意
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
る
よ
う
な
方
法
に
よ
り
締
結
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
必
要
事
項
の
記
載
が
あ
れ
ば
、
協
定
届
様
式
以
外
の
形
式
で
も
届
出
で
き
ま
す
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、
使
用
者
の

署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

労
働
者
の
過
半
数

で
組
織
す
る
労
働

組
合
が
無
い
場
合

に
は
、
３
６
協
定

の
締
結
を
す
る
者

を
選
ぶ
こ
と
を
明

確
に
し
た
上
で
、

投
票
・
挙
手
等
の

方
法
で
労
働
者
の

過
半
数
代
表
者
を

選
出
し
、
選
出
方

法
を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。

使
用
者
に
よ
る
指

名
や
、
使
用
者
の

意
向
に
基
づ
く
選

出
は
認
め
ら
れ
ま

せ
ん
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク

ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が

な
い
場
合
に
は
、

形
式
上
の
要
件
に

適
合
し
て
い
る
協

定
届
と
は
な
り
ま

せ
ん
。
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３
６
協
定
届
の
記
載
例
（
特
別
条
項
）

（
様
式
第
９
号
の
２
（
第

16
条
第
１
項
関
係
）
）


臨
時
的
に
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
に
は
様
式
第
９
号
の
２
の

協
定
届
の
届
出
が
必
要
で
す
。


様
式
第
９
号
の
２
は
、

・
限
度
時
間
内
の
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書
（
１
枚
目
）
と
、

・
限
度
時
間
を
超
え
る
時
間
外
労
働
に
つ
い
て
の
届
出
書
（
２
枚
目
）

の
２
枚
の
記
載
が
必
要
で
す
。


３
６
協
定
で
締
結
し
た
内
容
を
協
定
届
（
本
様
式
）
に
転
記
し
て
届
け
出
て

く
だ
さ
い
。

–
３
６
協
定
届
（
本
様
式
）
を
用
い
て
３
６
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

そ
の
場
合
に
は
、
記
名
押
印
又
は
署
名
な
ど
労
使
双
方
の
合
意
が
あ
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な
る
よ
う
な
方
法
に
よ
り
締
結
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

–
必
要
事
項
の
記
載
が
あ
れ
ば
、
協
定
届
様
式
以
外
の
形
式
で
も
届
出
で
き
ま
す
。


３
６
協
定
の
届
出
は
電
子
申
請
で
も
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。


（
任
意
）
の
欄
は
、
記
載
し
な
く
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

事
業
場
（
工
場
、
支
店
、
営
業
所

等
）
ご
と
に
協
定
し
て
く
だ
さ
い
。

労
働
保
険
番
号
・
法

人
番
号
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。

こ
の
協
定
が
有
効
と

な
る
期
間
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。
１
年
間

と
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
で
す
。

業
務
の
範
囲
を
細
分
化
し
、

明
確
に
定
め
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
具
体
的
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

対
象
期
間
が
３
か

月
を
超
え
る
１
年

単
位
の
変
形
労
働

時
間
制
が
適
用
さ

れ
る
労
働
者
に
つ

い
て
は
、
②
の
欄

に
記
載
し
て
く
だ

さ
い
。

１
年
間
の
上
限
時
間

を
計
算
す
る
際
の
起

算
日
を
記
載
し
て
く

だ
さ
い
。
そ
の
１
年

間
に
お
い
て
は
協
定

の
有
効
期
間
に
か
か

わ
ら
ず
、
起
算
日
は

同
一
の
日
で
あ
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

１
日
の
法
定
労
働
時
間
を

超
え
る
時
間
数
を
定
め
て

く
だ
さ
い
。

１
か
月
の
法
定
労
働
時
間
を
超
え
る
時
間

数
を
定
め
て
く
だ
さ
い
。
①
は

45
時
間

以
内
、
②
は

42
時
間
以
内
で
す
。

１
年
の
法
定
労
働
時

間
を
超
え
る
時
間
数

を
定
め
て
く
だ
さ
い
。

①
は

36
0時

間
以
内
、

②
は

32
0時

間
以
内

で
す
。

金
属

製
品

製
造

業
○

○
金

属
工

業
株

式
会

社
○

○
工

場
○

○
○

○
○

○
○

○
○

市
○

○
町

１
－

２
－

３
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

年
４
月

１
日

か
ら
１
年

間

○
○

○
○

年
４
月

１
日

受
注

の
集

中

月
末

の
決

算
事

務

設
計

臨
時

の
受

注
、
納

期
変

更

検
査

経
理

製
品

不
具

合
へ

の
対

応

機
械

組
立

棚
卸

購
買

１
０
人

２
０
人

１
０
人

５
人

５
人

３
時

間

２
時

間

２
時

間

３
時

間

３
時

間

３
０
時

間

１
５
時

間

１
５
時

間

２
０
時

間

２
０
時

間

２
５
０
時

間

１
５
０
時

間

１
５
０
時

間

２
０
０
時

間

２
０
０
時

間

受
注

の
集

中
設

計

臨
時

の
受

注
、
納

期
変

更
機

械
組

立

１
０
人

２
０
人

１
か

月
に
１
日

１
か

月
に
１
日

８
：
３
０
～

１
７
：
３
０

８
：
３
０
～

１
７
：
３
０

土
日

祝
日

土
日

祝
日

３
７
０
時

間

２
７
０
時

間

２
７
０
時

間

３
２
０
時

間

３
２
０
時

間

４
０
時

間

２
５
時

間

２
５
時

間

３
０
時

間

３
０
時

間

３
．
５
時

間

２
．
５
時

間

２
．
５
時

間

３
．
５
時

間

３
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

７
．
５
時

間

１
枚
目

労
働
時
間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
り
、

労
使
当
事
者
は
こ
の
こ
と
に
十
分
留
意
し
た
上
で
協
定
す
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
使
用
者
は
協
定
し
た
時
間
数
の
範
囲
内
で
労
働
さ
せ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
労

働
契
約
法
第
５
条
に
基
づ
く
安
全
配
慮
義
務
を
負
い
ま
す
。

時
間
外
労
働
と
法
定

休
日
労
働
を
合
計
し

た
時
間
数
は
、
月

10
0時

間
未
満
、
２

～
６
か
月
平
均

80
時
間
以
内
で
な
け
れ

ば
い
け
ま
せ
ん
。
こ

れ
を
労
使
で
確
認
の

上
、
必
ず
チ
ェ
ッ
ク

を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス

に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い

場
合
に
は
、
有
効
な

協
定
届
と
は
な
り
ま

せ
ん
。
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業
務
の
範
囲
を
細

分
化
し
、
明
確
に

定
め
て
く
だ
さ
い
。

事
由
は
一
時
的
又
は
突
発
的
に
時
間
外
労
働
を
行

わ
せ
る
必
要
の
あ
る
も
の
に
限
り
、
で
き
る
限
り

具
体
的
に
定
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

「
業
務
の
都
合
上
必
要
な
と
き
」
「
業
務
上
や
む

を
得
な
い
と
き
」
な
ど
恒
常
的
な
長
時
間
労
働
を

招
く
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

１
年
間
の
上
限
時

間
を
計
算
す
る
際

の
起
算
日
を
記
載

し
て
く
だ
さ
い
。

そ
の
１
年
間
に
お

い
て
は
協
定
の
有

効
期
間
に
か
か
わ

ら
ず
、
起
算
日
は

同
一
の
日
で
あ
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

月
の
時
間
外
労
働

の
限
度
時
間
（
月

45
時
間
又
は

42
時
間
）
を
超
え
て

労
働
さ
せ
る
回
数

を
定
め
て
く
だ
さ

い
。
年
６
回
以
内

に
限
り
ま
す
。

限
度
時
間
（
月

45
時
間
又
は

42
時

間
）
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
場
合
の
、

１
か
月
の
時
間
外
労
働
と
休
日
労
働

の
合
計
の
時
間
数
を
定
め
て
く
だ
さ

い
。
月

10
0時

間
未
満
に
限
り
ま
す
。

な
お
、
こ
の
時
間
数
を
満
た
し
て
い

て
も
、
２
～
６
か
月
平
均
で
月

80
時

間
を
超
え
て
は
い
け
ま
せ
ん
。

限
度
時
間
（
年

36
0

時
間
又
は

32
0時

間
）
を
超
え
て
労
働

さ
せ
る
１
年
の
時
間

外
労
働
（
休
日
労
働

は
含
み
ま
せ
ん
）
の

時
間
数
を
定
め
て
く

だ
さ
い
。
年

72
0時

間
以
内
に
限
り
ま
す
。

時
間
外
労
働
と
法
定

休
日
労
働
を
合
計
し

た
時
間
数
は
、
月

10
0時

間
未
満
、
２

～
６
か
月
平
均

80
時
間
以
内
で
な
け
れ

ば
い
け
ま
せ
ん
。
こ

れ
を
労
使
で
確
認
の

上
、
必
ず
チ
ェ
ッ
ク

を
入
れ
て
く
だ
さ
い
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス

に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い

場
合
に
は
、
有
効
な

協
定
届
と
は
な
り
ま

せ
ん
。

○
○

○
○

年
４
月

１
日

突
発

的
な
仕

様
変

更
設

計

検
査

機
械

組
立

１
０
人

１
０
人

２
０
人

６
０
時

間

６
０
時

間

５
５
時

間

５
５
０
時

間

５
０
０
時

間

４
５
０
時

間

○
○

○
○

３
１
２

○
○

○
○

３
１
５

投
票

に
よ
る
選

挙

検
査

課
主

任

山
田

花
子

工
場

長

田
中

太
郎

機
械

ト
ラ
ブ
ル

へ
の

対
応

製
品

ト
ラ
ブ
ル

・
大

規
模

な
ク
レ
ー
ム
へ

の
対

応

４
回

３
回

３
回

３
５
％

３
５
％

３
５
％

限
度
時
間
を
超
え

て
時
間
外
労
働
を

さ
せ
る
場
合
の
割

増
賃
金
率
を
定
め

て
く
だ
さ
い
。

こ
の
場
合
、
法
定

の
割
増
率

（
25

%
）
を
超

え
る
割
増
率
と
な

る
よ
う
努
め
て
く

だ
さ
い
。

限
度
時
間
を
超

え
た
労
働
者
に

対
し
、
裏
面
の

記
載
心
得
１

（
９
）
①
～
⑩

の
健
康
確
保
措

置
の
い
ず
れ
か

の
措
置
を
講
ず

る
こ
と
を
定
め

て
く
だ
さ
い
。

該
当
す
る
番
号

を
記
入
し
、
右

欄
に
具
体
的
内

容
を
記
載
し
て

く
だ
さ
い
。

①
、
③

、
⑩

対
象

労
働

者
へ

の
医

師
に
よ
る
面

接
指

導
の

実
施

、
対

象
労

働
者

に
１
１
時

間
の

勤
務

間
イ
ン
タ
ー
バ

ル
を
設

定
、

職
場

で
の

時
短

対
策

会
議

の
開

催

労
働

者
代

表
者

に
対

す
る
事

前
申

し
入

れ

限
度
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
る
場

合
に
と
る
手
続
に

つ
い
て
定
め
て
く

だ
さ
い
。

○
○

３
５
％

３
５
％

３
５
％

限
度
時
間
を
超
え
て
時

間
外
労
働
を
さ
せ
る
場

合
の
割
増
賃
金
率
を
定

め
て
く
だ
さ
い
。

こ
の
場
合
、
法
定
の
割

増
率
（

25
%
）
を
超
え

る
割
増
率
と
な
る
よ
う

努
め
て
く
だ
さ
い
。

６
時

間

６
時

間

６
時

間

６
．
５
時

間

６
．
５
時

間

６
．
５
時

間

７
０
時

間

７
０
時

間

６
５
時

間

６
７
０
時

間

６
２
０
時

間

５
７
０
時

間

労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
無
い
場
合
に
は
、
３
６

協
定
の
締
結
を
す
る
者
を
選
ぶ
こ
と
を
明
確
に
し
た
上
で
、
投
票
・

挙
手
等
の
方
法
で
労
働
者
の
過
半
数
代
表
者
を
選
出
し
、
選
出
方
法

を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

使
用
者
に
よ
る
指
名
や
、
使
用
者
の
意
向
に
基
づ
く
選
出
は
認
め
ら

れ
ま
せ
ん
。

チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
に
チ
ェ
ッ
ク
が
な
い
場
合
に
は
、
形
式
上
の
要

件
に
適
合
し
て
い
る
協
定
届
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

管
理
監
督
者
は
労
働
者
代
表

に
は
な
れ
ま
せ
ん
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場
合
に
は
、
労
働
者
代
表

の
署
名
又
は
記
名
・
押
印
な
ど
が
必
要
で
す
。

２
枚
目

（
表
面
）

臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
な
け
れ
ば
、
限
度
時
間
（
月

45
時
間
又
は

42
時
間
・
年

36
0時

間
又
は

32
0時

間
）
を
超
え
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
も
、
時
間
外
労
働

は
限
度
時
間
に
で
き
る
限
り
近
づ
け
る
よ
う
に
努
め
て
く
だ
さ
い
。

協
定
書
を
兼
ね
る
場

合
に
は
、
使
用
者
の

署
名
又
は
記
名
・
押

印
な
ど
が
必
要
で
す
。
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☑

☑
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☑

☑
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☑

☑

 
 

77 

☑

☑
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☑

☑
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☑

☑
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【時間単位年休に関する労使協定例】 

協  定  書 

株式会社○○○は、就業規則第□条に定める年次有給休暇の時間単位での付与につき、従業員

代表との間に下記のとおり、労使協定を締結する。 

記 

 

１．時間単位での年次有給休暇(以下「時間単位年休」という)を付与する従業員の範囲は、 

  ○○工場製造一課の生産職及び製造三課の技能職を除く全社の嘱託、短時間勤務者を含 

  むすべての従業員とする。 

２．年次有給休暇を時間単位で取得することができる日数は、１年について５日を限度と 

  する。 

３．時間単位年休における１日の時間数は、次のとおりとする。 

        Ａシフトの短時間勤務者・・・・・５時間 

        Ｂシフトの短時間勤務者・・・・・６時間 

        上記以外の従業員・・・・・・・・８時間 

４．取得できる時間単位年休の単位時間は、１時間とする。 

５．届出のあった時間単位年休が、事業の正常な運営を妨げる場合は、会社はその時季を変更 

  することがある。 

６．本協定の時間単位年休に対して支払われる賃金は、「通常の賃金」により計算する。 

７．本協定の有効期間は、令和〇年 4月 1日から一年間とする。 

                               令和○○年○月○日 

                         株式会社○○○ 

                         代表取締役社長  難波 一郎 ㊞ 

                         株式会社○○○ 

                           従業員代表  大阪 太郎 ㊞ 

 

【時間単位年休に関する就業規則の規定例】 

 

(年次有給休暇の時間単位での付与) 

第○○条 前条の年次有給休暇のうち１年について５日を限度として、次により時間単位の 

     年次有給休暇(以下「時間単位年休」という)を付与する。 

     (１)時間単位年休付与の対象者はすべての従業員とする。 

     (２)時間単位年休における１日の時間数は８時間とする。 

     (３)取得できる時間単位年休の単位時間は、１時間とする。 

     (４)届出のあった時間単位年休が、事業の正常な運営を妨げる場合は、その時季 

       を変更することがある。 

     (５)本条の時間単位年休に対して支払われる賃金は、「通常の賃金」をもとに計算 

       する。 
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【時間単位年休に関する労使協定例】 

協  定  書 

株式会社○○○は、就業規則第□条に定める年次有給休暇の時間単位での付与につき、従業員

代表との間に下記のとおり、労使協定を締結する。 

記 

 

１．時間単位での年次有給休暇(以下「時間単位年休」という)を付与する従業員の範囲は、 

  ○○工場製造一課の生産職及び製造三課の技能職を除く全社の嘱託、短時間勤務者を含 

  むすべての従業員とする。 

２．年次有給休暇を時間単位で取得することができる日数は、１年について５日を限度と 

  する。 

３．時間単位年休における１日の時間数は、次のとおりとする。 

        Ａシフトの短時間勤務者・・・・・５時間 

        Ｂシフトの短時間勤務者・・・・・６時間 

        上記以外の従業員・・・・・・・・８時間 

４．取得できる時間単位年休の単位時間は、１時間とする。 

５．届出のあった時間単位年休が、事業の正常な運営を妨げる場合は、会社はその時季を変更 

  することがある。 

６．本協定の時間単位年休に対して支払われる賃金は、「通常の賃金」により計算する。 

７．本協定の有効期間は、令和〇年 4月 1日から一年間とする。 

                               令和○○年○月○日 

                         株式会社○○○ 

                         代表取締役社長  難波 一郎 ㊞ 

                         株式会社○○○ 

                           従業員代表  大阪 太郎 ㊞ 

 

【時間単位年休に関する就業規則の規定例】 

 

(年次有給休暇の時間単位での付与) 

第○○条 前条の年次有給休暇のうち１年について５日を限度として、次により時間単位の 

     年次有給休暇(以下「時間単位年休」という)を付与する。 

     (１)時間単位年休付与の対象者はすべての従業員とする。 

     (２)時間単位年休における１日の時間数は８時間とする。 

     (３)取得できる時間単位年休の単位時間は、１時間とする。 

     (４)届出のあった時間単位年休が、事業の正常な運営を妨げる場合は、その時季 

       を変更することがある。 

     (５)本条の時間単位年休に対して支払われる賃金は、「通常の賃金」をもとに計算 

       する。 
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職場のハラスメントの防止

81

労働者の意に反する性的な言動をいいます。
例 デートへの執拗な誘い、胸やお尻に触る、性的な噂を流す、性的関係の強要 など

セクシュアルハラスメントとは

意に反する性的な言動により就
業環境が不快になること。

例 同僚が仕事中に下ネタばかり
話すので耐えられない。

セクハラに抵抗や拒否したこと
で不利益を被ること。

例 上司にホテルに誘われ、断った
ら不当に異動させられた。

環境型セクハラ対価型セクハラ ・上司、同僚だけでなく、取引先の方
や顧客等も行為者になり得ます。
・異性に対するものだけでなく、同性
に対するものも含まれます。
・被害を受ける者の性的指向や性自認
にかかわらず、性的な言動であれば
セクハラに該当します。

妊娠、出産、育児休業、介護休業等の制度の利用などに関し、上司や同僚が嫌がらせを行うことです。

妊娠・出産、育休等に関するハラスメントとは

妊娠した労働者に対して嫌がらせをすること。

例 妊娠を報告したら、「忙しいときに妊娠して」と
同僚から何度も嫌味を言われた。

育休等の制度を利用した（する）ことを理由に嫌が
らせをすること。

例 育休を取得したいと上司に相談したら、「辞めて」と
言われた。

※「マタハラ」とよく言われますが、妊娠だけとは限らず、育児・介護休業等も含まれ、被害者は女性に限りません。

制度利用への嫌がらせ型 状態への嫌がらせ型

職場において行われる①優越的な関係（※１）を背景とした言動であって②業務上必要かつ相当な範囲
（※２）を超えたものにより、③労働者の就業環境が害されるもので、３つの要素をすべて満たすものです。

（パワハラの６類型）→限定列挙ではありません。これ以外の言動でも上記の三要素を満たせばパワハラに該当する
場合があります。

行動類型
具体的行為
例

パワーハラスメントとは

※１ 業務遂行にあたって、当該言動を受ける労働者が行為者に対して抵抗や拒絶をすることができない蓋然性が高い関
係を背景として行われるもの。上司から部下に対してだけでなく、同僚間や、知識や経験等により優位性がある部
下から上司に対してのパワハラもあり得ます。

※２ 客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲内で行われる適正な業務指示や指導についてはパワハラに該当しません。

行動類型 具体的行為 例

１．身体的な攻撃 暴行・傷害 殴打、足蹴りを行うこと、など

２．精神的な攻撃 脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言 人格を否定するような言動を行うこと、な
ど

３．人間関係から
の切り離し

隔離・仲間外し・無視 同僚が集団で無視し、職場で孤立させる、
など

４．過大な要求 業務上明らかに不要なことや遂行不可能
なことの強制、仕事の妨害

1人では無理な仕事を１人に押し付ける、
終業前に過大な仕事を押し付ける、など

５．過小な要求 業務上の合理性がなく能力や経験とかけ
離れた程度の低い仕事を命じる、仕事を
与えない

退職させるため、誰にでも遂行可能な業務
を行わせる、など

６．個 の 侵 害 私的なことに過度に立ち入る 職場外でも継続的に監視したり、私物の写
真撮影をしたりする、など

・令和元年に改正された労働施策総合推進法において、職場におけるパワーハラスメントについて、防止
措置を講じることが事業主に義務付けられました。
・男女雇用機会均等法等において、セクシュアルハラスメント・妊娠・出産、育休等に関するハラスメン
トにつきましても、事業主に防止措置を講じることを義務付けています。

職場の ハラスメント防止は企業の義務です！
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■紛争解決援助■
労働局において、双方から事情を聴取し、公
平・中立な第三者の立場で、紛争解決援助（
助言・指導・勧告）を行います。

82

事業主がハラスメント防止対策で行うべきこと（男女雇用機会均等法等の指針の内容）

事業主の方針の明確
化及び周知啓発

ハラスメントの内容、あってはならない旨を明確化し、周知すること

行為者には厳正に対処する旨の方針と対処内容を定め、周知すること

相談に応じ、適切に
対処するための体制
整備

相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること

相談窓口担当者が、相談の内容や状況に応じ、適切に対応できるようにすること

ハラスメントの事後
の迅速かつ適切な対
応

事実関係を迅速かつ正確に確認すること

事実確認ができた場合、被害者に対する配慮のための措置を適正に行うこと

事実確認ができた場合、行為者に対する措置を適正に行うこと

再発防止に向けて措置を講じること

併せて講ずべき措置 相談者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること

相談したこと等を理由として不利益取扱いをしてはならない旨を定め、周知すること

ハラスメントの原因
解消のための措置

業務体制の整備など、事業主や妊娠等をした労働者その他の労働者の実情に応じ、
必要な措置を講じること（妊娠、出産等ハラスメントのみ）

紛争解決援助制度のご案内

職場におけるハラスメント（パワハラ、セクハラ、マタハラ）問題に関して、労働者と事業主との間で
紛争が生じている場合には、労働施策総合推進法等に基づく、紛争解決援助制度が利用できます。

紛争

労働者
未解決

企業内における自主的な対処 事業主

■調停■
公平・中立性の高い調停委員が、第三者の立
場で双方から聴取し、和解に向けての話し合
いを行います。調停案の受諾を勧告する場合
もあります。

大阪労働局 雇用環境・均等部 指導課が、当事者の希望に応じていずれかの制度で対応

〇ポータルサイト「あかるい職場応援団」
でハラスメント対策の際に参考となる情報
を掲載しています。
https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
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大 阪 府 京 都 府 兵 庫 県 奈 良 県 和 歌 山 県 滋 賀 県

06-6949-6502 075-241-3215 078-367-9154 0742-32-0206 073-488-1152 077-522-6654

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/osaka-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/kyoto-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/hyogo-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/nara-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/wakayama-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/shiga-
roudoukyoku/

1,064円 1,008円 1,001円 936円 929円 967円
令和5年10月1日 令和5年10月6日 令和5年10月1日 令和5年10月1日 令和5年10月1日 令和5年10月1日

1,070円 1,048円
令和5年12月1日 令和5年12月1日

1,066円 1,065円 1,050円
令和5年12月1日 令和5年12月1日 令和5年12月30日

1,035円 1,013円
令和5年12月1日 令和5年12月31日

1,002円
令和5年12月1日

1,075円
令和5年12月1日

1,068円 1,016円
令和5年12月1日 令和5年12月31日

1,000円
令和5年12月31日

　大阪労働局 労働基準部 賃金課　　令和６年１月５日

1,068円
令和5年12月1日

兵庫県最低賃金が
適用されています

奈良県最低賃金が
適用されています

京都府最低賃金が
適用されています

京都府最低賃金が
適用されています

令和5年12月1日

近 畿 各 府 県 の 最 低 賃 金 額　
　　　（時間額・下段は発効年月日）

問い合わせ先（各府県賃金課(室)）

ホームページアドレス

地域別（府県）最低賃金

塗料製造業

鉄鋼業

非鉄金属・同合金圧延業、電線・
ケーブル製造業

大阪府最低賃金が
適用されています

はん用、生産用、業務用
機械器具製造業

1,070円

京都府最低賃金が
適用されています

暖房・調理等装置,配管工事用附属品、
金属線製品製造業、船舶製造・修理
業，舶用機関製造業

令和5年12月1日

金属素形材製品、ボルト・ナット・リ
ベット・小ねじ・木ねじ等製造業

京都府最低賃金が
適用されています

情報通信機械器具製造業

令和6年2月4日

計量器・測定器・分析機器・試験機製
造業、光学機械器具・レンズ製造業

計量器・測定器・分析機器・試験
機・測量機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

1,003円電子部品・デバイス・電子回路、電気
機械器具製造業

1,025円 1,002円 令和5年12月31日

奈良県最低賃金が
適用されています

1,028円

自動車・同附属品製造業

令和6年2月4日

繊維工業
兵庫県最低賃金が
適用されています

紡績業，化学繊維製造業、その他の織
物業、染色整理業、繊維粗製品製造
業、　その他の繊維製品製造業

時間額は
奈良県最低賃金が
適用されています

滋賀県最低賃金が
適用されています

奈良県最低賃金が
適用されています

ガラス・同製品、セメント・同製品、
衛生陶器、炭素・黒鉛製品、炭素繊維
製造業

自動車小売業

木材・木製品・家具・装備品製造業

自動車（新車）小売業

大阪府最低賃金が
適用されています

注：　特定最低賃金については、府県により適用される産業分類及び適用が除外される業務等が異なります。

― 詳しくは、該当府県の労働局賃金課（室）にお問い合わせください－

百貨店，総合スーパー

　最低賃金に関する特設サイト　https://www.saiteichingin.info/

注：　業種分類は日本標準産業分類(平成25年10月改定)に基づいたものです。

各種商品小売業
（百貨店，総合ｽｰﾊﾟｰを含む）

兵庫県最低賃金が
適用されています

滋賀県最低賃金が
適用されています

和歌山県最低賃金が
適用されています

　
特
 
　
定
　
　
最
　
　
低
　
　
賃
　
　
金

最低賃金制度 検索

最低賃金の対象とならない賃金（以下の賃金を算入せずに、最低賃金額以上とすることが必要です）
■臨時に支払われる賃金（結婚手当など）
■1か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）
■所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など）
■所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）
■午後10時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計

算額を超える部分（深夜割増賃金など）
■精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

最低賃金額のチェック方法
（最低賃金額の確認に際しては、以下の比較方法を参考にして下さい。）
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時　間　額 最低賃金額 (時間額)

日　　給 1日の平均所定労働時間 時　間　額 最低賃金額 (時間額)

月　　給 1か月の平均所定労働時間 時　間　額 最低賃金額 (時間額)

事例１　Ａさんの場合　(月給のみの場合)　　大阪府(地域別)最低賃金額　１，０６４円

事例２　Ｂさんの場合　(日給と月給の組み合わせの場合)　　大阪府(地域別)最低賃金額　１，０６４円

　　組み合わさっている場合

÷ ＝ ≧

1

4

2

3

時間給の場合

日給の場合

月給の場合

≧＝÷

≧

　　上記 １,２,３ が

③　上記①と②を合計すると、

　　900円＋155円＝1,055円＜1,064円であり、最低賃金額未満となっています。

①　Ａさんに支払われた賃金のうち、通勤手当は算入しないため、

　　182,800円－8,000円＝174,800円

②　この金額を時間額に換算し、最低賃金額と比較すると、

　　174,800円÷1か月の平均所定労働時間(160時間)＝1,093円＞1,064円
　　であり、最低賃金額以上となっています。

①　基本給(日給)を時間額に換算すると、

　　7,200円÷1日の所定労働時間(8時間)＝900円

②  Ｂさんに支払われた賃金のうち、通勤手当は算入しないため、職務手当(月給)を時間額に換算すると、

　　24,800円÷1か月の平均所定労働時間(160時間)＝155円

例えば、基本給が日給で

各手当(職務手当など)が月給の場合

➊ 基本給(日給) → ２の計算で時間額を出す

➋ 各手当(月給) → ３の計算で時間額を出す
➌ ➊と➋を合計した額 ≧ 最低賃金額(時間額)

時間

時間

円

円

円

円

円

円

円

円

最低賃金額との比較方法 あなたの賃金と該当する地域別または特定最低賃金額を書き込んでみましょう。

基本給(月給) 150,000円
職務手当(月給) 24,800円
通勤手当(月給) 8,000円

合 計 182,800円

1か月の平均所定労働時間 160時間
大阪府最低賃金額 1,064円

基本給(日給) 144,000円
(＝7,200円×20日)

職務手当(月給) 24,800円
通勤手当(月給) 8,000円

合 計 176,800円

1日の所定労働時間 8時間
1か月の平均所定労働時間 160時間
大阪府最低賃金額 1,064円
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大 阪 府 京 都 府 兵 庫 県 奈 良 県 和 歌 山 県 滋 賀 県

06-6949-6502 075-241-3215 078-367-9154 0742-32-0206 073-488-1152 077-522-6654

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/osaka-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/kyoto-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/hyogo-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/nara-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/wakayama-
roudoukyoku/

httpｓ://jsite.mhlw.
go.jp/shiga-
roudoukyoku/

1,064円 1,008円 1,001円 936円 929円 967円
令和5年10月1日 令和5年10月6日 令和5年10月1日 令和5年10月1日 令和5年10月1日 令和5年10月1日

1,070円 1,048円
令和5年12月1日 令和5年12月1日

1,066円 1,065円 1,050円
令和5年12月1日 令和5年12月1日 令和5年12月30日

1,035円 1,013円
令和5年12月1日 令和5年12月31日

1,002円
令和5年12月1日

1,075円
令和5年12月1日

1,068円 1,016円
令和5年12月1日 令和5年12月31日

1,000円
令和5年12月31日

　大阪労働局 労働基準部 賃金課　　令和６年１月５日

1,068円
令和5年12月1日

兵庫県最低賃金が
適用されています

奈良県最低賃金が
適用されています

京都府最低賃金が
適用されています

京都府最低賃金が
適用されています

令和5年12月1日

近 畿 各 府 県 の 最 低 賃 金 額
　　　（時間額・下段は発効年月日）

問い合わせ先（各府県賃金課(室)）

ホームページアドレス

地域別（府県）最低賃金

塗料製造業

鉄鋼業

非鉄金属・同合金圧延業、電線・
ケーブル製造業

大阪府最低賃金が
適用されています

はん用、生産用、業務用
機械器具製造業

1,070円

京都府最低賃金が
適用されています

暖房・調理等装置,配管工事用附属品、
金属線製品製造業、船舶製造・修理
業，舶用機関製造業

令和5年12月1日

金属素形材製品、ボルト・ナット・リ
ベット・小ねじ・木ねじ等製造業

京都府最低賃金が
適用されています

情報通信機械器具製造業

令和6年2月4日

計量器・測定器・分析機器・試験機製
造業、光学機械器具・レンズ製造業

計量器・測定器・分析機器・試験
機・測量機械器具製造業

輸送用機械器具製造業

1,003円電子部品・デバイス・電子回路、電気
機械器具製造業

1,025円 1,002円 令和5年12月31日

奈良県最低賃金が
適用されています

1,028円

自動車・同附属品製造業

令和6年2月4日

繊維工業
兵庫県最低賃金が
適用されています

紡績業，化学繊維製造業、その他の織
物業、染色整理業、繊維粗製品製造
業、　その他の繊維製品製造業

時間額は
奈良県最低賃金が
適用されています

滋賀県最低賃金が
適用されています

奈良県最低賃金が
適用されています

ガラス・同製品、セメント・同製品、
衛生陶器、炭素・黒鉛製品、炭素繊維
製造業

自動車小売業

木材・木製品・家具・装備品製造業

自動車（新車）小売業

大阪府最低賃金が
適用されています

注： 特定最低賃金については、府県により適用される産業分類及び適用が除外される業務等が異なります。

― 詳しくは、該当府県の労働局賃金課（室）にお問い合わせください－

百貨店，総合スーパー

最低賃金に関する特設サイト https://www.saiteichingin.info/

注： 業種分類は日本標準産業分類(平成25年10月改定)に基づいたものです。

各種商品小売業
（百貨店，総合ｽｰﾊﾟｰを含む）

兵庫県最低賃金が
適用されています

滋賀県最低賃金が
適用されています

和歌山県最低賃金が
適用されています

特

定

最

低

賃

金

最低賃金制度 検索

最低賃金の対象とならない賃金（以下の賃金を算入せずに、最低賃金額以上とすることが必要です）
■臨時に支払われる賃金（結婚手当など）
■1か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）
■所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など）
■所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）
■午後10時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金の計

算額を超える部分（深夜割増賃金など）
■精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

最低賃金額のチェック方法
（最低賃金額の確認に際しては、以下の比較方法を参考にして下さい。）
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時　間　額 最低賃金額 (時間額)

日　　給 1日の平均所定労働時間 時　間　額 最低賃金額 (時間額)

月　　給 1か月の平均所定労働時間 時　間　額 最低賃金額 (時間額)

事例１　Ａさんの場合　(月給のみの場合)　　大阪府(地域別)最低賃金額　１，０６４円

事例２　Ｂさんの場合　(日給と月給の組み合わせの場合)　　大阪府(地域別)最低賃金額　１，０６４円

　　組み合わさっている場合

÷ ＝ ≧

1

4

2

3

時間給の場合

日給の場合

月給の場合

≧＝÷

≧

　　上記 １,２,３ が

③　上記①と②を合計すると、

　　900円＋155円＝1,055円＜1,064円であり、最低賃金額未満となっています。

①　Ａさんに支払われた賃金のうち、通勤手当は算入しないため、

　　182,800円－8,000円＝174,800円

②　この金額を時間額に換算し、最低賃金額と比較すると、

　　174,800円÷1か月の平均所定労働時間(160時間)＝1,093円＞1,064円
　　であり、最低賃金額以上となっています。

①　基本給(日給)を時間額に換算すると、

　　7,200円÷1日の所定労働時間(8時間)＝900円

②  Ｂさんに支払われた賃金のうち、通勤手当は算入しないため、職務手当(月給)を時間額に換算すると、

　　24,800円÷1か月の平均所定労働時間(160時間)＝155円

例えば、基本給が日給で

各手当(職務手当など)が月給の場合

➊ 基本給(日給) → ２の計算で時間額を出す

➋ 各手当(月給) → ３の計算で時間額を出す
➌ ➊と➋を合計した額 ≧ 最低賃金額(時間額)

時間

時間

円

円

円

円

円

円

円

円

最低賃金額との比較方法 あなたの賃金と該当する地域別または特定最低賃金額を書き込んでみましょう。

基本給(月給) 150,000円
職務手当(月給) 24,800円
通勤手当(月給) 8,000円

合 計 182,800円

1か月の平均所定労働時間 160時間
大阪府最低賃金額 1,064円

基本給(日給) 144,000円
(＝7,200円×20日)

職務手当(月給) 24,800円
通勤手当(月給) 8,000円

合 計 176,800円

1日の所定労働時間 8時間
1か月の平均所定労働時間 160時間
大阪府最低賃金額 1,064円
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の時間外労働の上限規制が適用されます！

令和6年3月31日まで
一般労働者 自動車運転

の業務 建設事業 医師

月

限度時間（原則） ４５時間 － － －

４５時間超は６月
（6回）まで

適用
あり － － －

単月（1か月）上限 １００時間未満 － － －

複数月平均上限 ８０時間 － － －

年
限度時間（原則） ３６０時間 － － －

上限 ７２０時間 － － －

令和6年4月1日以降

一般労働者 自動車運
転の業務 建設事業 建設事業

災害復旧工事
医師

A水準、連携B水準
医師

B水準、C水準

月

限度時間（原
則） ４５時間 ４５時間 ４５時間 ４５時間 ４５時間 ４５時間

４５時間超は６
月（6回）まで

適用
あり － 適用

あり
適用
あり － －

単月（1か月）
上限 １００時間未満 － １００時間未満 － １００時間未満 １００時間未満

複数月平均上限 ８０時間 － ８０時間 － － －

年

限度時間（原
則） ３６０時間 ３６０時間 ３６０時間 ３６０時間 ３６０時間 ３６０時間

上限 ７２０時間 ９６０時間 ７２０時間 ７２０時間 ９６０時間 １,８６０時間

※ 休日労働を含む

※

※

※

※

※ ※

時間外労働の上限規制については、働き方改革関連法による改正後の労働基準法
により法定化され、平成31年４月１日から施行されています。自動車運転の業務、建
設事業、医師については、時間外労働の上限規制の適用が猶予されていましたが、令
和６年（2024年）４月１日から適用されます。

大阪労働局・各労働基準監督署
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/

令和
６年４月～
適用

2024年
4月から

※ 休日労働を含む
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お問い合わせは、【 お近くの労働基準監督署に設置されている「労働時間相談・支援コーナー」】まで
労働時間に関連する法令など、ご不明な点がございましたら、お気軽にお尋ねください。

適用猶予業種の時間外労働の上限規制に係るリーフレット

自動車運転の業務

トラック/バス/タクシー
労働時間等の改善基準
のポイント

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（令和6年4月から適用）の内
容及び時間外労働及び休日労働に関する協定届（36協定）の記載方法等の
リーフレットになります。

建設業

建設業時間外労働の上
限規制わかりやすい解
説

建設事業及び建設事業のうち災害時における復旧及び復興の事業に係る時間
外労働の上限規制の内容、時間外労働及び休日労働に関する協定届（36協
定）の記載方法等のリーフレットになります。

医師

医療機関の管理者・事
務部門のみなさまへ
医師の働き方改革
2024年4月までの手続
きガイド

医師の働き方改革を進めるための新しいルールの制度の仕組み及び時間外労
働及び休日労働に関する協定届（36協定）の記載方法等のリーフレットにな
ります。

トラック タクシーバス

適用猶予業種の時間外
労働の上限規制 特設サ
イト はたらきかたスス
メ

時間外労働の上限規制の適用猶予業種（医師、自動車運転者、建設業）向けの特設サイ
トとなります。

時間外労働の上限規制
の適用猶予事業・業務
- 厚生労働省

時間外労働の上限規制の適用猶予業種に係る厚生労働省のHPとなります。

適用猶予業種の時間外労働の上限規制に係るサイト

大阪労働局管内労働時間相談・支援コーナー
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●大阪労働局 労働基準部　【開庁時間】　８：３０～１７：１５（月～金）※

所在地 　〒540-8527　大阪市中央区大手前4-1-67　大阪合同庁舎第2号館9階

監督課 ０６－６９４９－６４９０ 安全課 ０６－６９４９－６４９６ 健康課 ０６－６９４９－６５００

賃金課 ０６－６９４９－６５０２ 労災補償課 ０６－６９４９－６５０７

●総合労働相談コーナー（大阪労働局 雇用環境・均等部 指導課）　【開庁時間】　９：００ ～１７：００（月・水・木・金）、９：００ ～１８：００（火）※

所在地 　〒540-8527　大阪市中央区大手前4-1-67　大阪合同庁舎第2号館8階

総合労働相談コーナー フリーダイヤル：０１２０－９３９－００９　　　携帯電話等：０６－７６６０－００７２

●労働基準監督署 一覧　　 【開庁時間】 　　　　○労働相談・支援班コーナー９：００～１７：００（月～金）※（泉大津コーナーのみ９：３０～１７：００（月～金））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●労働基準監督署 一覧　　 【開庁時間】
名　　　称 所　　　在　　　地 管　　轄　　区　　域 電　　話　　番　　号

〒540-0003 大阪市のうち中央区・東成区・ （総合労働相談） ０６－７６５４－１１７６

大阪市中央区森ノ宮中央１－１５－１０ 城東区・天王寺区・浪速区・ （●監●●督●） ０６－７６６９－８７２６

大阪中央労働総合庁舎４・５階 生野区・鶴見区 （●安全衛生●） ０６－７６６９－８７２７

（●労●●災●） ０６－７６６９－８７２８

〒530-6007 大阪市のうち北区・都島区・旭区 （総合労働相談） ０６－７６５８－４５６４

大阪市北区天満橋１－８－３０ （●監●●督●） ０６－７７１３－２００３

OAPタワー７階 （●安全衛生●） ０６－７７１３－２００４

（●労●●災●） ０６－７７１３－２００５

〒557-8502 大阪市のうち住之江区・住吉区・ （総合労働相談） ０６－７６５５－１１１５

大阪市西成区玉出中２－１３－２７ 西成区・阿倍野区・ （●監●●督●） ０６－７６８８－５５８０

東住吉区・平野区 （●安全衛生●） ０６－７６８８－５５８１

（●労●●災●） ０６－７６８８－５５８２

〒550-0014 大阪市のうち西区・港区・大正区 （総合労働相談） ０６－７６６４－３８４０

大阪市西区北堀江１－２－１９ （●監●●督●） ０６－７７１３－２０２１

アステリオ北堀江ビル９階 （●安全衛生●） ０６－７７１３－２０２２

（●労●●災●） ０６－７７１３－２０２３

〒554-0012 大阪市のうち此花区・西淀川区・ （総合労働相談） ０６－７２２２－３０１３

大阪市此花区西九条５－３－６３ 福島区 （監督・安全衛生） ０６－７６６９－８７８７

（●労●●災●） ０６－７６６９－８７８８

〒532-8507 大阪市のうち東淀川区・淀川区・ （総合労働相談） ０６－７６６８－００３７

大阪市淀川区西三国４－１－１２ 池田市・豊中市・ （●監●●督●） ０６－７６６８－０２６８

箕面市・豊能郡 （●安全衛生●） ０６－７６６８－０２６９

（●労●●災●） ０６－７６６８－０２７０

〒577-0809 東大阪市・八尾市 （総合労働相談） ０６－７６５５－６４３１

東大阪市永和２－１－１ （●監●●督●） ０６－７７１３－２０２５

東大阪商工会議所３階 （●安全衛生●） ０６－７７１３－２０２６

（●労●●災●） ０６－７７１３－２０２７

〒596-0073 岸和田市・貝塚市・泉佐野市・ （総合労働相談） ０７２－４４９－８７４０

岸和田市岸城町２３－１６ 泉南市・阪南市・泉南郡 （●監●●督●） ０７２－４９８－１０１２

（●安全衛生●） ０７２－４９８－１０１３

（●労●●災●） ０７２－４９８－１０１４

〒590-0078 堺市 （総合労働相談） ０７２－３４０－４０３８

堺市堺区南瓦町２－２９ （●監●●督●） ０７２－３４０－３８２９

堺地方合同庁舎３階 （●安全衛生●） ０７２－３４０－３８３１

（●労●●災●） ０７２－３４０－３８３５

〒583-0857 富田林市・河内長野市・松原市・ （総合労働相談） ０７２－９４２－４５２０

羽曳野市誉田３－１５－１７ 柏原市・羽曳野市・藤井寺市・ （監督・安全衛生） ０７２－９４２－１３０８

大阪狭山市・南河内郡 （●労●●災●） ０７２－９４２－１３０９

〒573-8512 守口市・枚方市・寝屋川市・ （総合労働相談） ０７２－３９１－２９５３

枚方市東田宮１－６－８ 大東市・門真市・四條畷市・ （●監●●督●） ０７２－３９１－５８２５

交野市 （●安全衛生●） ０７２－３９１－５８２６

（●労●●災●） ０７２－３９１－５８２７

〒595-0025 泉大津市・和泉市・高石市・ （総合労働相談） ０７２５－２７－０８９８

泉大津市旭町２２－４５ 泉北郡 （監督・安全衛生） ０７２５－２７－１２１１

テクスピア大阪６階 （●労●●災●） ０７２５－２７－１２１２

〒567-8530 茨木市・高槻市・吹田市・ （総合労働相談） ０７２－６０４－５４９１

茨木市上中条２－５－７ 摂津市・三島郡 （●監●●督●） ０７２－６０４－５３０８

（●安全衛生●） ０７２－６０４－５３０９

（●労●●災●） ０７２－６０４－５３１０

   総合労働相談員が不在等により、他の相談コーナー担当者が電話等で対応させていただく場合があります。

淀川

大阪中央

天満

大阪南

大阪西

○監督・安全衛生・労災　　８：３０～１７：１５（月～金）※

○労働時間相談・支援コーナー８：３０～１７：１５（月～金）※

○総合労働相談コーナー　９：００～１７：００（月～金）※（泉大津コーナーのみ９：３０～１７：００（月～金））

　　※　土・日・祝休日・年末年始（１２月２９日～１月３日）は閉庁

泉大津

西野田

羽曳野

茨木

東大阪

岸和田

堺

北大阪
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